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 (1) 予算編成の方式 
 (2) 「その他」記述と再集計 













































 表 1 からわかるように、回答件数が最も多かったのは統制機能であった。「支出を予算の
範囲内に抑える統制機能」であり、250 件、77.2％である。続く第 2 順位は、長期および短
期の計画機能「組織の目標を設定し、それを達成するための計画の設定（長期計画および短期
計画）」であり、227 件、70.1％である。第 1 順位が統制機能、第 2 順位が計画機能という並




表１ 予算ないし予算編成プロセスに期待すること  
期待する役割 件数 割合(％) 




効率的な経営 210 64.8 
予算額までの収入を達成する統制機能 131 40.4 
全体の目的達成に従業員の関心を惹きつけること 82 25.3 
業績評価の尺度 78 24.1 
業務部門間の予算案の調整 77 23.8 
従業員の意識向上とリーダーとなるべき人材の育成 63 19.4 
トップが考える予算と各業務部門予算との調整 57 17.6 
その他 2 0.6 
 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 324 件、欠損値 2 件、制限なしの複数回答。表中の割合は、




























とみなすことができる。この第 5 順位の回答数は 82 件、25.3％であった。 
 第 6 順位は「業績評価の尺度」であり、78 件、24.1％であった。評価の結果は事業計画の
策定および新たな戦略の検討にフィードバックされるので、この項目は統制機能の一側面で
ある。さらに、第 7 順位と第 9 順位に調整機能が入っている。表 1 の選択肢に調整機能を 3
つ用意していたが、一つは既に示した第 5 順位の「全体の目的達成に従業員の関心を惹きつ





































































































































































































 176 166 123 63 63 66 43 45 0 250 
組 織の目標 を設 定
し、それを達成する
た めの計画 の設 定
（長期計画および短
期計画） 
176  150 95 65 68 59 51 48 0 227 
効率的な経営 166 150  95 66 65 54 53 42 0 210 
予算額までの収入を
達成する統制機能 




63 65 66 44  28 31 35 30 0 82 
業績評価の尺度 63 68 65 47 28  21 21 19 0 78 
業務部門間の予算案
の調整 








45 48 42 28 30 19 31 23  0 57 
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0  2 
合計 250 227 210 131 82 78 77 63 57 2 324 









事業計画原案・予算編成方針・仮予算案を作成 → 各部門と予算額調整 → 事業計画原案・





予算編成方式の種類 件数 割合(％) 
（a）トップダウン方式の予算編成 
「理事長の指揮のもとに予算担当部署が事業計画原案・予算編成方針・仮予
算案を作成 → 各部門と予算額調整 → 事業計画原案・予算編成方針・予算




門へ配布 →各部門で次年度の部門予算案を作成 → 予算担当部署で各部門
の予算案を集計 → 予算担当部署で部門間の調整 → 理事長に原案を提出・










（e）その他 40 12.6 
（注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 317 件、欠損値 9 件、単一回答。表中の割合（％）は、有効











針・前年度部門予算を各部門へ配布 →各部門で次年度の部門予算案を作成 → 予算担当部
署で各部門の予算案を集計 → 予算担当部署で部門間の調整 → 理事長に原案を提出・承認 
→ 理事会提出と承認」という方式で、66 件、20.8％であった。 
 第 3 順位・第 4 順位は極端に選択回答数が少なかった。第 3 順位は 22 件、割合にして
6.9％であった。表 3 の（c）に示した「予算担当部署が税理士等の外部専門家に相談しつつ
前年度予算を参考に編成 → 各部門と予算額調整 → 理事長に正式案提出・理事会提出と承
認」という方式である。いわゆるトップダウン方式の予算編成の方式ではあるが、（a）との
大きな相違は、トップマネジメント（正確には、トップマネジメントを代理する予算担当部署）




 以上が予算編成の方式について筆者が予め用意した選択肢の集計結果であるが、表 3 に用
意された（a）～（d）の選択肢の方式が実際の方式と微妙に異なる場合もあるので、その際
はコメント欄に記入を求めた。第 1 順位の（a）トップダウン方式の予算編成については、
回答件数 188 件のうち、27 件のコメント記入があった（188 件中 27 件、14.4％）。以下、コメ
ント欄に記入された微妙な違いについて述べていくが、1 件につき複数の記述がなされるこ
ともあるので、単純集計して 27 件と一致しない点にご注意頂きたい。 






3 の（a）の方式の中の予算編成方針はない、というのが 5 件、各部門間の調整は行わないと
いうのが 3 件（「各部門と予算額調整」という箇所を削除）あった。部門間調整を行わないとう
ことであるから、かなり強度のトップダウンが働いているものと思われる。だたし、部門が











は取っていないという記述が 1 件あった。 
 続いて、第 2 順位（b）のトップダウンとボトムアップの中間型（折衷方式）の予算編成に
は、66 件のうち 13 件のコメント欄への記入があった（66 件中 13 件、19.7％）。（b）の方式の














 表 3 では、「その他」に 40 件が集計されている。これらの記述内容について詳細を述べて





























でいう（a）トップダウン方式の予算編成に合致する。該当するのは 21 件であった。 











 「その他」記述欄に記述のあった 38 件のうち、表 3 で予め用意していた選択肢（a）～（d）
の方式に当て嵌まらないものとして、ボトムアップ方式の予算編成と参加型の予算編成と思
われる記述があった。38 件のうちボトムアップ方式と思われる記述は 7 件あり、「各部門、













4 として示しておきたい。表 4 では、本節の内容（「その他」から他の項目への移動）だけでな
く、前節（1）の内容も踏まえて再集計することとする。再集計に伴い、ボトムアップ方式の
予算編成、参加型の予算編成の 2 つを集計項目に加えている。 
 
表４ 再集計後の予算編成の方式 
再集計後の予算編成方式の種類 件数 割合(％) 
（a）トップダウン方式の予算編成 206 65.0 
（b）トップダウンとボトムアップの中間型（折衷方式）の予算編成 75 23.7 
（c）外部専門家に相談するトップダウン方式の予算編成 17 5.4 
   ボトムアップ方式の予算編成【新設】 10 3.2 
（d）アウトソーシング方式の予算編成 1 0.3 
   参加型の予算編成【新設】 1 0.3 
（e）その他 7 2.2 
（注 1） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 317 件、欠損値 9 件、単一回答。表中の割合（％）
は、有効回答 317 件に占める各項目件数の割合である。 
（注 2） 表 3「予算編成の方式」を再集計した。再集計に伴う項目の移動件数は次の通りであ
る。 
・表 3 の〔トップダウン方式の予算編成〕から表 4 で新設した〔ボトムアップ方式の予
算編成〕に 3 件を移動した。 









（注 3） 表 3 から表 4 に再集計する際に、ボトムアップ方式の予算編成、参加型の予算編成
の 2 項目を加えている。表 4 で新設した 2 項目を除き、表 3 から継続する項目には、
（a）（b）（c）（d）の記号を付している。 
 
 表 3 と表 4 では、第 1 順位（a）トップダウン方式の予算編成、第 2 順位（b）トップダウ
ンとボトムアップの中間型（折衷方式）の予算編成に項目の変化はないが、表 3 から比べる
と表 4 ではどちらも件数が増加している。トップダウン方式の予算編成は、188 件から 206
件（全体の 65％）に増加、トップダウンとボトムアップの中間型（折衷方式）の予算編成は、
66 件から 75 件（全体の 23.7％）にそれぞれ増加している。第 3 順位も項目は（c）外部専門
家に相談するトップダウン方式の予算編成で変わらないが、こちらは再集計によって件数が
22 件から 17 件（全体の 5.4％）に減少した。さらに、新たに設定したボトムアップ方式の予
算編成が第 4 順位に入り 10 件、3.2％、第 5 順位は、アウトソーシング方式の予算編成と参


























た法人は、収入総額が 1 千万円以上 1 億円未満に区分されている傾向が強いことがわかる
（24 件、調整済み残差 4.6）。収入総額が 1 億以上になると、対応していないと回答した法人
が区分されることは非常に少なくなる。表 5 に示した通り、収入総額 1 億円以上 5 億円未満
では、予算区分と責任単位が対応していないと回答した件数は 20 件、調整済み残差 -0.4 で






















対応している 件数 2 3 42 104 112 263 
  調整済み残差 0.6 -0.4 -4.6 0.4 3.4  
対応していない 件数 0 1 24 20 10 55 
 調整済み残差 -0.6 0.4 4.6 -0.4 -3.4  
 列合計 2 4 66 124 122 318 
（注） カイ 2 乗値 24.539、自由度 4、有意確率 0.000。行項目について、対応している








万円以上 1 億円未満のときである（対応していないと回答した法人 10 件、調整済み残差 1.9）。
次に高いのは、5 百万円以上 1 千万円未満のときであった（対応していないと回答した法人 2






















対応している 件数 2 2 24 76 152 256 
 調整済み残差 -0.7 -1.7 -1.9 1.2 0.7  
対応していない 件数 1 2 10 12 30 55 
 調整済み残差 0.7 1.7 1.9 -1.2 -0.7  
 列合計 3 4 34 88 182 311 






くなっている。育英、奨学事業を運営している法人は全体の 22 件（有効回答 323 件、全体の
6.8％）なので総数としては多くないが(9)、22 件のうち対応していないと回答した法人で育
英、奨学事業を手掛けていると回答しているケースは 9 件、調整済み標準残差 3.2 であった
(10)。 
 以上を踏まえて、話を予算編成の方式に戻そう。表 7 に、「予算区分と責任単位の対応」
と表 4 で再集計した「再集計後の予算編成の方式」の対応関係を纏めている。表 7 から、予
算区分と責任単位が対応していないと回答した法人（先に述べたように、組織規模や予算規模が
小さいと主張する法人）では、そうでない法人と比べて（c）外部専門家に相談するトップダ











    予算編成の 





































対応して 件数 170 66 10 8 0 1 4 259 
いる 調整済み残差 0.4 2.0 -2.7 -0.2 -2.2 0.5 -1.8  
対応して 件数 34 7 7 2 1 0 3 54 
いない 調整済み残差 -0.4 -2.0 2.7 0.2 2.2 -0.5 1.8   
列合計 204 73 17 10 1 1 7 313 
































な予算を決める実権を握っているのは誰であろうか。表 8 で集計結果を見てみたい。 
 
表８ 予算を決める実権を握っている人物(12) 
 件数 割合(％) 
理事長(または会長) 148 48.5 
予算を担当する理事 69 22.6 
事務局長 57 18.7 
担当部課長(財務担当者を含む) 21 6.9 
その他 10 3.3 




 最も多かった回答は理事長（または会長）であるが、回答件数は 148 件、全体のうち 48.5％

















 表 8 の予算を決める実権を握っている人物と、先の表 4 の再集計後の予算編成の方式に関


























件数 102 46 35 10 2 195 





件数 28 17 13 6 6 70 




件数 7 4 4 0 0 15 
調整済み残差 -0.2 0.4 0.8 -1.0 -0.7  
ボトムアップ方式の
予算編成 
件数 3 1 3 2 1 10 
調整済み残差 -1.2 -1.0 0.9 1.9 1.2  
(d)アウトソーシン
グ方式の予算編成  
件数 1 0 0 0 0 1 
調整済み残差 1.0 -0.5 -0.5 -0.3 -0.2  
その他 
件数 4 0 1 0 1 6 
調整済み残差 0.9 -1.3 -0.1 -0.6 1.8  
 列合計 145 68 56 18 10 297 
（注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 297 件、欠損値 29 件。カイ 2 乗値 26.578、自由度 20、有意










同程度に選択される傾向がやや見られた（順に「46 件・調整済み残差 0.4」「17 件・調整済み残





















































































































































































































































64 10 5 7 0 14 11 2 4 1 3 5 3 7 1 0 4 141 
[5.8] [2.1] [-2.2] [-1.3] [-1.7] [-2.2] [-0.1] [0.0] [0.9] [-1.3] [-1.2] [-1.0] [0.5] [-0.4] [-0.5] [-2.2] [-1.8]  
予算を担当
する理事 
3 3 8 7 1 16 5 2 1 2 3 5 0 0 0 4 4 64 
[-4.9] [0.1] [2.0] [1.4] [0.5] [2.7] [0.0] [1.4] [-0.3] [1.0] [0.6] [1.3] [-1.2] [-2.2] [-0.9] [3.1] [0.4]  
事務局長 
13 0 4 3 1 8 4 0 1 0 4 1 2 7 2 1 3 54 




5 0 3 2 1 4 2 0 0 0 0 1 0 2 0 0 0 20 
[-0.4] [-1.0] [1.5] [0.6] [1.8] [0.7] [0.3] [-0.5] [-0.7] [-0.6] [-0.9] [0.0] [-0.6] [0.9] [-0.5] [-0.6] [-1.1]  
その他 
0 0 0 1 0 0 1 0 0 2 0 2 0 0 0 0 4 10 
[-2.1] [-0.7] [-0.9] [0.4] [-0.3] [-1.3] [0.2] [-0.4] [-0.5] [4.5] [-0.6] [2.3] [-0.4] [-0.8] [-0.3] [-0.4] [5.1]  
列合計 
85 13 20 20 3 42 23 4 6  10  5 16 3 5 15 289 











 表 10 で最も関係性が最も強かったのは、理事長（または会長）と理事長（または会長）の組
み合わせである。具体的には、列項目で理事長（または会長）のみが実質的に意思決定をして
いるトップであると回答した法人は、行項目の予算を決める実権を握っている人物について






き、この組み合わせは 141 件のうち 64 件であるので約 45.4％を占めている(17)。ただし、全





 表 10 の行項目で、予算を担当する理事が、予算を決める実権を握っている人物であると
回答した法人では、列項目において次の 3 パターンの実質的な意思決定をしているトップの
範囲を選択する傾向が強かった。まず、理事長（または会長）と専務理事の 2 人が実質的な意







































No.799、2011 年、pp.58-68 を参照されたい。 
(3) 拙著「戦略・事業計画の策定における非営利組織の環境対応力」法政大学イノベーション・
マネジメント研究センター、ワーキングペーパーシリーズ No.172、2016 年、pp.1-23。 
(4) 「支出を予算の範囲内に抑える統制機能」と「予算額までの収入を達成する統制機能」の
クロス集計では、カイ 2 乗値 34.939、自由度 1、有意確立 0.000、両者とも選択しているケー
                                                   
22 
 
                                                                                                                                                                 
スの調整済み残差は 5.9 である。 











リーズ No.161、2015 年、pp.21-24 を参照されたい。 
(8) 資産総額の詳細も同上論文に記載している。 












るケースは 1 件（総数は 1 件）、調整済み残差 2.2 である。 
(11) 「予算区分と責任単位の対応」と「効率的な経営」のクロス集計では、カイ 2 乗値 3.981、




                                                                                                                                                                 
応していると回答した法人が効率的な経営を選択しているケースの調整済み残差は 2.0。以
下同様）、「予算区分と責任単位の対応」と「予算額までの収入を達成する統制機能」のクロ
ス集計では、カイ 2 乗値 6.538、自由度 1、有意確率 0.011 であり、予算区分と責任単位の対
応について、対応していないと回答した法人が予算額までの収入を達成する統制機能を選択
しているケースの調整済み残差は-2.6、「予算区分と責任単位の対応」と「業務部門間の予算


















ンター、ワーキングペーパーシリーズ No.154、2014 年、pp.1-32 を参照されたい。 
(16) 列項目の各カテゴリーについて各役職を設置している法人数の詳細は、同上論文、p.20、
図 11 を参照されたい。 
(17) クロス集計のため表 8「予算を決める実権を握っている人物」の 148 件と一致しない。148
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